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はじめに 「東京都教職課程カリキュラム」の策定に当たって 

 

���教�の�������に��た「��」��の�� 

「教育は人なり」と言われる。これからの教育を担う教員に求められる指導力を、東京

都公立学校の全教員が身に付けることができるようにすることは極めて重要な課題の一つ

である。とりわけ、新規採用教員も児童・生徒等の心身の発達に直接関わり、人格の形成

に大きな影響を及ぼす専門職であり、教科等に関する専門的知識や実践的な指導力が求め

られることはベテラン教員と全く同じである。 

また、近年の教員の大量退職、大量採用の影響等により、教員の経験年数の均衡が顕著

に崩れ始め、かつてのように先輩教員から若手教員への知識及び技能の伝承をうまく図る

ことのできない状況がある。そのため、教員の人材育成を「採用」と「研修」段階に加え、

教員となる際に最小限必要な資質・能力を身に付ける「養成」段階も一体と捉え、総体と

して、若手教員の資質・能力の向上を図っていくことが必要である。 

教員の「養成」段階と継続的に人材育成を充実させていくために、環境整備を図るなど、

早急な対策が必要であることから、東京都教育委員会は、平成22年10月に「小学校教諭教

職課程カリキュラムについて」を作成し、教員養成段階の学生が身に付けるべき「最小限

必要な資質・能力」を示した。このカリキュラムにおいて、東京都の小学校教員を目指す

学生が採用段階で身に付けておいてほしい資質・能力を具体的に各大学へ指針として提示

し、大学における学生への指導に生かせるようにすることで、教員養成段階における指導

内容と、採用後の人材育成における研修内容等との連携がより深まり、一体となって若手

教員の資質・能力を向上させることができると考えた。 

 

���「東京都教職課程カリキュラム」策定の�� 

「小学校教諭教職課程カリキュラムについて」の作成から７年が経過し、様々な教育課

題がより高度化、複雑化している。また、教育公務員特例法の改正や学習指導要領の改訂

が行われるとともに、文部科学省は、平成29年度に、教育職員免許法及び同施行規則に基

づき全国の全ての大学の教職課程で共通的に修得すべき資質・能力を示した「教職課程コ

アカリキュラム」を作成した。さらに、東京都教育委員会は、研修等を通じて教員等の資

質・能力の向上を図る際の目安として、自らが教員生活全体を俯瞰
ふ か ん

しつつ、自らの職責、

経験及び適性に応じて更に高度な段階を目指す手がかりとなる「東京都公立学校の校長・

副校長及び教員としての資質の向上に関する指標」を策定した。 

これらの動きに合わせ、東京都教育委員会は「養成」段階から身に付けてほしい教育公

務員として必要な最低限の知識や、学校組織の一員として喫緊の教育課題に対応し、適切

に問題解決できる資質・能力について、「東京都教職課程カリキュラム」としてまとめ、

各大学へ提示することとした。 
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また、これまで小学校教諭に限定していた「小学校教諭教職課程カリキュラムについて」

の構成を踏襲するものの、今後は小学校、中学校及び高等学校等の教員の資質・能力の向

上を図るため、「東京都教職課程カリキュラム」（以下、「本カリキュラム」という。）とし

て教職課程のある全ての大学を対象として新たに指針として示すこととした。 

なお、幼稚園教諭、栄養教諭及び養護教諭等については、それぞれ必要と思われる項目

を取り上げて活用を図っていただきたい。 

 

����������������� 

本カリキュラムでは、「養成」段階終了時に身に付けておいてほしい最低限の知識や、

喫緊の教育課題に対応し、適切に問題解決できる資質・能力として、次の内容を新たに

加えた。  

○ いじめ問題、不登校対策、世界で活躍できる人材の育成をはじめとする、多様な

教育課題の現状を理解するとともに、公立学校に在籍する児童・生徒の実態を適切

に捉え、児童・生徒や学校、社会が直面する課題への対応力を身に付けさせる必要

があることから、新たにこれらの内容に関わるカリキュラムを位置付けた。 

○ 様々な教育施策の推進に主体的に対応するとともに、「主体的・対話的で深い学

び」の視点からの授業改善や、道徳教育、英語教育、オリンピック・パラリンピッ

ク教育を推進し、未来を切り拓く資質・能力をもつ児童・生徒を育成する能力を身

に付ける必要があることから、新たにこれらの内容に関わるカリキュラムを位置付

けた。 

○ 教科の専門性や、児童・生徒及び同僚とのコミュニケーション能力を高めるとと

もに、教育公務員としての自覚と、組織人としての基礎を身に付けさせる必要があ

ることから、これらの内容に関わるカリキュラムの充実を図った。 

○ 若手教員の服務事故の未然防止を図るため、服務の厳正を徹底する必要があるこ

とから、新たにこれらの内容に関わるカリキュラムを位置付けた。 

○ 学び続ける教員を育成するため、養成段階から、教育委員会の施策、教育管理職

や指導主事の職務及びその意義について理解し、自らのキャリア形成について考え

られるようにする必要があることから、新たにこれらの内容に関わるカリキュラム

を位置付けた。 

 

��������������� 

図「『養成』段階から『研修』段階への流れ」のとおり、「養成」段階、つまり、大学

における教職課程においては、教育職員免許法及び同施行規則に基づき全国全ての大学

の教職課程で共通的に修得すべき教育内容を示した「教職課程コアカリキュラム」に加

え、地域や採用者のニーズに対応した教育内容と、大学の自主性や独自性を発揮する教
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育内容等を踏まえて、体系的に教育課程を編成することが求められている。本カリキュ

ラムは、この中の主に「地域や採用者のニーズに対応した教育内容」に位置付け、東京

都教育委員会として、各大学が教職課程編成の際の参考になるよう内容を取りまとめた。 

また、「養成」段階は、「採用」段階を経て、「研修」段階へとつながり、「東京都公立

学校の校長・副校長及び教員としての資質の向上に関する指標」を踏まえた研修を通し

て、段階的、継続的に教員としての資質・能力の向上を図れるようにしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

   

 

 

 

 

図 「養成」段階から「研修」段階への流れ 

���「教職課程��������」��「東京都公立学校の校���校���教員��

�の��の��に��る��」���������の�� 

24 ページから 27 ページまで示した表は、本カリキュラムの内容と「教職課程コア

カリキュラム」における各事項との関連を示したものであり、大学の授業において、

各内容を取り扱う際に活用できるようにした。併せて、「東京都公立学校の校長・副

東京都公立学校教員採用候補者選考 

大学の自主性や独自性を発揮する

教育内容 

���採用者の���に����教育�� 

「東京都教職課程������」 

全ての大学の教職課程で共通的に修得する教育内容 

�教職課程��������� 

養 

成 

＜大学における教職課程＞ 

採 

用 

研 
 

修 

教員自らが生涯にわたって、キャリアに応

じて求められる資質を向上させていく。 

基礎形成期（１年目～３年目）

伸 長 期（４年目～） 

充 実 期（９年目～） 

東京都教員研修計画 

「東京都公立学校の校長・副校長及び教員としての資質の向上に関する指標」等より 

人材育成 

OJT Off-JT 
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「東京都教職課程������」 

全ての大学の教職課程で共通的に修得する教育内容 

�教職課程��������� 

養 

成 

＜大学における教職課程＞ 

採 

用 

研 
 

修 

教員自らが生涯にわたって、キャリアに応

じて求められる資質を向上させていく。 

基礎形成期（１年目～３年目）

伸 長 期（４年目～） 

充 実 期（９年目～） 

東京都教員研修計画 

「東京都公立学校の校長・副校長及び教員としての資質の向上に関する指標」等より 

人材育成 

OJT Off-JT 
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本カリキュラムの活用を通じて、大学と東京都教育委員会との連携を一層密にし、

教員志望の学生を十分な資質・能力をもつ教員として養成し、学校教育の更なる充実

に資することを期待している。 

校長及び教員としての資質の向上に関する指標」で示している「学習指導力」や「生

活指導力・進路指導力」等、人材育成の基本的な事項及び教育課題に関する対応力と、

本カリキュラムとの関連も明示した。 
 

���本カリキュラムの�成及び�� 

＜Ⅰ 東京都教職課程カリキュラム～東京都教育委員会が求める教員として最小限必

要な資質・能力(到達目標及び具体的な姿)～＞ 

 Ⅰは、新規採用教員として身に付けておくべき最小限必要な資質・能力を示したも

のである。「教員の在り方に関する領域」、「各教科等における実践的な指導力に関す

る領域」、「教育課題への対応に関する領域」、「学級経営に関する領域」の４領域で編

成するとともに、領域ごとに「到達目標」と「具体的な姿」を示し、育成すべき資質・

能力を明確にした。 
＜Ⅱ 東京都教育委員会における教育課題への対応方針と主な取組＞ 

  Ⅱは、平成 29 年７月に東京都が策定した「東京都公立学校の校長・副校長及び教

員としての資質の向上に関する指標」で示している教育課題について、最新（平成

29 年時点）の東京都の対応方針や主な取組、関連資料等をまとめたものであり、学

生への指導の際に活用できるようにした。 

＜Ⅲ 教育実習＞ 

  Ⅲは、実践的な指導力が身に付く効果的な教育実習を行うために、教育実習の指導

を４領域と関連付け、指導内容を明記して学生が大学での学びを教育実習で生かせる

ようにしたものである。併せて、実習評価票（学生用・大学用）を示すことで、大学

が学校と一層連携して教育実習を行うことができるようにした。 

＜Ⅳ 教職実践演習チェックシート＞ 

  Ⅳは、Ⅰで示した内容の習得状況を確認するためのチェックシートである。本シー

トを活用することで、学生や大学が学生一人一人の課題を明確に把握し、主に大学４

年次に履修する「教職実践演習」の充実を図れるようにした。 

＜Ⅴ カリキュラム編成モデルの例示＞ 

Ⅴは、「カリキュラム編成モデル」の例を示したものであり、24～27 ページ「『教

職課程コアカリキュラム』及び『東京都公立学校の校長・副校長及び教員としての資

質の向上に関する指標』と本カリキュラムとの関連」を基に、Ⅰで示した内容を「教

職課程コアカリキュラム」における事項ごとにまとめている。併せて、各事項に関連

する「東京都教育委員会が特に求める指導内容」を参考として例示した。 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 東京都教職課程カリキュラム 

～東京都教育委員会が求める教員として最小限 

必要な資質・能力（到達目標及び具体的な姿）～ 

 

 

 

 

 

 

 

本章では、新規採用教員として身に付けておくべき最小限必要な資質・

能力を示した。「教員の在り方に関する領域」、「各教科等における実践的な

指導力に関する領域」、「教育課題への対応に関する領域」、「学級経営に関

する領域」の４領域で編成するとともに、領域ごとに「到達目標」と「具

体的な姿」を示し、育成すべき資質・能力を明確にした。 
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